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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の摩擦ローラを互いに、直接的または間接的に径方向に押し付けて摩擦接触させ、
これにより該摩擦ローラ間で動力の受け渡しが可能となるようにした摩擦ローラ式伝動装
置において、
　前記摩擦ローラの一方をクランクシャフトに対して偏心軸線を中心に回転自在に支持し
て、該クランクシャフトの回転位置制御により前記摩擦ローラ間の径方向押し付け力を加
減し得るようになし、
　前記摩擦ローラ対を挟んでその軸線方向両側に配置したベアリングサポートにそれぞれ
、前記一方の摩擦ローラに係わるクランクシャフト、および、他方の摩擦ローラに係わる
摩擦ローラ軸を軸受嵌合することにより、前記摩擦ローラ間の径方向押し付け反力を前記
両ベアリングサポートで受け止めるようになし、
　前記各ベアリングサポートの両端軸受嵌合部間における中央部に、前記摩擦ローラ間径
方向押し付け反力に対する支持剛性を低下させるための括れ部を設けた摩擦ローラ式伝動
装置。
【請求項２】
　請求項1に記載の摩擦ローラ式伝動装置において、
　前記括れ部は、前記ベアリングサポートの中央部に、前記軸受嵌合部の中心軸線方向へ
延在する厚さ方向溝を設けて設定した摩擦ローラ式伝動装置。
【請求項３】
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　請求項1または2に記載の摩擦ローラ式伝動装置において、
　前記括れ部は、前記ベアリングサポートの中央部に、前記両端軸受嵌合部の中心軸線を
含む面を横切る方向へ延在する幅方向溝を設けて設定した摩擦ローラ式伝動装置。
【請求項４】
　前記一対の摩擦ローラを互いに直接径方向に押し付けて摩擦接触させた、請求項1乃至3
のいずれか1項に記載の摩擦ローラ式伝動装置において、
　前記一対の摩擦ローラの半径の合計を、前記一方の摩擦ローラに係わるクランクシャフ
ト、および、他方の摩擦ローラに係わる摩擦ローラ軸間の軸間距離よりも大きくした摩擦
ローラ式伝動装置。
【請求項５】
　請求項1乃至4のいずれか1項に記載の摩擦ローラ式伝動装置において、
　前記摩擦ローラ間径方向押し付け力の制御に用いる前記クランクシャフトの摩擦ローラ
間径方向押し付け力増大方向における回転角最大値を、クランクシャフトの回転に必要な
クランクシャフト回転駆動トルクの変化割合が逆転する変極点のクランクシャフト回転角
よりも大きくした摩擦ローラ式伝動装置。
【請求項６】
　第１の方向の回転軸を有する第１の摩擦ローラと、
　前記第１の摩擦ローラと摩擦によるトルク伝達可能に配置された第２の摩擦ローラであ
って、前記第１の摩擦ローラの前記回転軸から第２の方向上に位置し、前記第１の方向に
略平行の回転軸を有する該第２の摩擦ローラと、
　前記第２の摩擦ローラを偏心軸線を中心に回転自在に支持するクランクシャフトであっ
て、回転によって前記第１及び第２の摩擦ローラ間の径方向押し付け力を変化させる該ク
ランクシャフトと、
　前記第１の摩擦ローラを軸支する第１の軸受支持部、及び前記クランクシャフトを軸支
する第２の軸受支持部を有するベアリングサポートであって、該軸受支持部間に、前記第
１及び第２の方向に共に垂直な方向の寸法（Ｗ）が該軸受支持部と比較して小さい中央部
を有する該ベアリングサポート、
　を有する摩擦ローラ式伝動装置。
【請求項７】
　第１の方向の回転軸を有する第１の摩擦ローラと、
　前記第１の摩擦ローラと摩擦によるトルク伝達可能に配置された第２の摩擦ローラであ
って、前記第１の方向に略平行の回転軸を有する該第２の摩擦ローラと、
　前記第２の摩擦ローラを偏心軸線を中心に回転自在に支持するクランクシャフトであっ
て、回転によって前記第１及び第２の摩擦ローラ間の径方向押し付け力を変化させる該ク
ランクシャフトと、
　前記第１の摩擦ローラを軸支する第１の軸受支持部、及び前記クランクシャフトを軸支
する第２の軸受支持部を有するベアリングサポートであって、該軸受支持部間に、前記第
１の方向の寸法（Ｔ）が該軸受支持部と比較して小さい中央部を有する該ベアリングサポ
ート、
　を有する摩擦ローラ式伝動装置。
【請求項８】
　請求項6又は7のいずれか1項に記載の摩擦ローラ式伝動装置において、
　前記第1及び第2の摩擦ローラは互いに直接接触してトルク伝達を行い、
　前記第1及び第2の摩擦ローラの半径の合計が、前記クランクシャフトの回転軸及び前記
第1の摩擦ローラの前記回転軸間の距離よりも大きい、
　摩擦ローラ式伝動装置。
【請求項９】
　請求項6乃至8のいずれか1項に記載の摩擦ローラ式伝動装置において、
　前記クランクシャフトの回転に必要なトルクが、前記クランクシャフトの制御回転範囲
の両端以外で変化割合が逆転する変極点をもつ、
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　摩擦ローラ式伝動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、四輪駆動車両のトランスファー（駆動力配分装置）等に用いるのに有利な摩
擦ローラ式伝動装置に関するものである。
【発明の背景】
【０００２】
　四輪駆動車両のトランスファー（駆動力配分装置）としては通常、例えば特許文献1に
記載のようなものが用いられる。
　この文献に記載の駆動力配分装置は、遊星歯車組を用いた四輪駆動車両のトランスファ
ーで、
　遊星歯車組のキャリアに変速機からのトルクを入力し、このトルクをキャリアから、サ
ンギヤおよびリングギヤを経て主駆動輪および従駆動輪に分配出力することにより、主従
駆動輪間の駆動力配分を決定するものである。
【特許文献１】特開２００５－３３７４４２号公報
【発明の概要】
【０００３】
　しかし、上記のものに代表されるように従来の駆動力配分装置は、遊星歯車組などの歯
車組を用いて主従駆動輪間での駆動力配分を行うものであるため、
　主駆動輪へのトルク（主駆動輪トルク）と、従駆動輪へのトルク（従駆動輪トルク）の
配分比が、歯車諸元（特許文献1の構成では、サンギヤ歯数およびリングギヤ歯数）で一
義的に決まってしまう。
【０００４】
　従って、主駆動輪トルクと従駆動輪トルクの配分比が、全トルク域に亘って同じになり
、駆動力配分装置への入力トルクが大きくなると、主駆動輪トルクが大きくなるのは勿論
であるが、それに応じて従駆動輪トルクも大きくなる。
【０００５】
　ところで昨今は、地球温暖化や燃料費の高騰から車両の燃費向上が社会的な重要課題と
なっており、燃費向上の対策としては車両の軽量化が有効な手だてとして知られている。
　そして、かかる車両の軽量化を実現しようとすると、車両のコンパクト化を避けて通れ
ず、そのため、四輪駆動車両における従駆動輪の駆動系も、その強度を必要最小限のもの
にして小型化する必要がある。
【０００６】
　しかし従来の駆動力配分装置のように、主従駆動輪トルク配分比が全トルク域に亘って
同じで、駆動力配分装置への入力トルクが大きくなると、主駆動輪トルクと同様の傾向を
もって従駆動輪トルクも大きくなるのでは、
　大トルク入力時に従駆動輪トルクが、上記の理由から小型化せざるを得ない従駆動輪駆
動系の強度を越えてしまうことになる。
【０００７】
　従って従来の歯車式駆動力配分装置は、車両のコンパクト化などの要求から従駆動輪駆
動系を小型化せざるを得なくなった四輪駆動車両のトランスファーとして用いることがで
きないという問題を有する。
【０００８】
　本発明は、上記の実情に鑑み、従駆動輪へのトルクを上限設定可能な駆動力配分装置等
として有用な摩擦ローラ式伝動装置を提供し、もって、上述した問題を解消することを第
1の目的とする。
【０００９】
　そこで本発明は、一対の摩擦ローラを互いに径方向に押し付けて摩擦接触させ、これに
より該摩擦ローラ間で動力の受け渡しが可能となるような摩擦ローラ式伝動装置を前提と
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するが、
　本発明は更に、かかる摩擦ローラ式伝動装置を、摩擦ローラ間径方向押し付け力制御に
より伝達トルク容量を制御可能にして一層有用なものにすると共に、摩擦ローラ間径方向
押し付け反力がハウジングに入力されることのないようにしてハウジングの軽量化を実現
し、併せて、上記摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容量制御）の制御精度
を向上させることを目的とする。
【００１０】
　この目的のため、本発明による摩擦ローラ式伝動装置は、
　一対の摩擦ローラを互いに、直接的または間接的に径方向に押し付けて摩擦接触させ、
これにより該摩擦ローラ間で動力の受け渡しが可能となるようにしたものであって、
　前記摩擦ローラの一方をクランクシャフトに対して偏心軸線を中心に回転自在に支持し
て、該クランクシャフトの回転位置制御により前記摩擦ローラ間の径方向押し付け力を加
減し得るようになし、
　前記摩擦ローラ対を挟んでその軸線方向両側に配置したベアリングサポートにそれぞれ
、前記一方の摩擦ローラに係わるクランクシャフト、および、他方の摩擦ローラに係わる
摩擦ローラ軸を軸受嵌合することにより、前記摩擦ローラ間の径方向押し付け反力を前記
両ベアリングサポートで受け止めるようになし、
　前記各ベアリングサポートの両端軸受嵌合部間における中央部に、前記摩擦ローラ間径
方向押し付け反力に対する支持剛性を低下させるための括れ部を設けたことを特徴とする
ものである。
【００１１】
　また、本発明による摩擦ローラ式伝動装置は、
　第1の方向の回転軸を有する第1の摩擦ローラと、
　前記第1の摩擦ローラと摩擦によるトルク伝達可能に配置された第2の摩擦ローラであっ
て、前記第1の摩擦ローラの前記回転軸から第2の方向上に位置し、前記第1の方向に略平
行の回転軸を有する該第2の摩擦ローラと、
　前記第2の摩擦ローラを偏心軸線を中心に回転自在に支持するクランクシャフトであっ
て、回転によって前記第1及び第2の摩擦ローラ間の径方向押し付け力を変化させる該クラ
ンクシャフトと、
　前記第1の摩擦ローラ軸支する第1の軸受支持部、及び前記クランクシャフトを軸支する
第2の軸受支持部を有するベアリングサポートであって、該軸受支持部間に、前記第1及び
第2の方向に共に垂直な方向の寸法が該軸受支持部と比較して小さい中央部を有する該ベ
アリングサポート、
　を有するものである。
【００１２】
　また、本発明による摩擦ローラ式伝動装置は、
　第1の方向の回転軸を有する第1の摩擦ローラと、
　前記第1の摩擦ローラと摩擦によるトルク伝達可能に配置された第2の摩擦ローラであっ
て、前記第1の方向に略平行の回転軸を有する該第2の摩擦ローラと、
　前記第2の摩擦ローラを偏心軸線を中心に回転自在に支持するクランクシャフトであっ
て、回転によって前記第1及び第2の摩擦ローラ間の径方向押し付け力を変化させる該クラ
ンクシャフトと、
　前記第1の摩擦ローラ軸支する第1の軸受支持部、及び前記クランクシャフトを軸支する
第2の軸受支持部を有するベアリングサポートであって、該軸受支持部間に、前記第1の方
向の寸法が該軸受支持部と比較して小さい中央部を有する該ベアリングサポート、
　を有するものである。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の一実施例になる摩擦ローラ式伝動装置を駆動力配分装置として用いた四
輪駆動車両のパワートレーンを、車両上方から見て示す概略平面図である。
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【図２】図1における駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）の縦断側面図である。
【図３】図2のIII-III線上で断面とし、矢の方向に見て示す、第2摩擦ローラから出力軸
への駆動力伝達部の縦断正面図である。
【図４】図1における駆動力配分装置の別の構成を示す縦断側面図である。
【図５】図4に示す駆動力配分装置で用いたクランクシャフトを示す縦断正面図である。
【図６】図2に示す駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）の摩擦ローラ間径方向押し
付け力に対する摩擦ローラ間伝達トルク容量の変化特性を示す特性線図である。
【図７】図2に示す駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）のクランクシャフト回転角
に対する摩擦ローラ間径方向押し付け力の変化特性を、図2の対策が行われていない場合
における変化特性と比較して示す特性線図である。
【図８】図2に示す駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）のベアリングサポートを示
し、(a)は、これに設けた軸受嵌合部の軸線方向に見て示す正面図、(b)は、その側面図で
ある。
【図９】本発明の他の実施例を示す、図8と同様なベアリングサポートの図面で、(a)は、
該ベアリングサポートの正面図、(b)は、該ベアリングサポートの側面図である。
【図１０】本発明の更に他の実施例を示す、図8と同様なベアリングサポートの図面で、(
a)は、該ベアリングサポートの正面図、(b)は、該ベアリングサポートの側面図である。
【図１１】本発明の更に別の実施例を示す、図8(a)と同様なベアリングサポートの正面図
である。
【図１２】本発明の更に別の実施例を示す、図9(b)と同様なベアリングサポートの側面図
である。
【図１３】図2に示す駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）における第1,2摩擦ローラ
間の径方向押し付け力制御要領を示す説明図で、(a)は、第1,2摩擦ローラの半径の和値を
入出力軸間距離と同じにした場合の摩擦ローラ間径方向押し付け力制御要領を示す説明図
、(b)は、第1,2摩擦ローラの半径の和値を入出力軸間距離よりも大きくした場合の摩擦ロ
ーラ間径方向押し付け力制御要領を示す説明図である。
【図１４】図2に示す駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）のクランクシャフト回転
角と、クランクシャフト回転駆動トルクおよび摩擦ローラ間伝達トルク容量との相関関係
を示す特性線図である。
【詳細な説明】
【００１４】
　本発明の摩擦ローラ式伝動装置によれば、
　一対の摩擦ローラ間で摩擦接触により動力の受け渡しを行うことから、摩擦ローラ間径
方向押し付け力で決まる伝達トルク容量の範囲を越えた大きなトルクがローラ間で受け渡
されることがなく、
　四輪駆動車両の駆動力配分装置として用いた場合において、従駆動輪へのトルクを上限
設定し得ることとなる。
【００１５】
　よって、摩擦ローラ式伝動装置への入力トルクが大きくなっても、従駆動輪トルクが上
記の上限を越えて大きくなることはなく、
　本発明の摩擦ローラ式伝動装置は、車両コンパクト化などの要求から従駆動輪駆動系を
小型化せざるを得なくなった四輪駆動車両においても、その駆動力配分装置として用いる
ことができる。
【００１６】
　また本発明の摩擦ローラ式伝動装置によれば、
　前記摩擦ローラの一方をクランクシャフトに対して偏心軸線を中心に回転自在に支持し
て、該クランクシャフトの回転位置制御により前記摩擦ローラ間の径方向押し付け力を加
減し得るようになしたから、
　摩擦ローラ間径方向押し付け力で決まる伝達トルク容量を自由に制御することができ、
この伝達トルク容量に関する広範な要求に自由に応え得て大いに有用である。
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【００１７】
　更に本発明の摩擦ローラ式伝動装置によれば、
　摩擦ローラ対の軸線方向両側に配置したベアリングサポートが、摩擦ローラ間径方向押
し付け反力を受け止めてハウジングに伝達しないため、ハウジングの軽量化を実現するこ
とができる。
【００１８】
　ところで、上記の目的のため摩擦ローラ対の軸線方向両側に設けたベアリングサポート
は、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対する大きな支持剛性故に、前記したクランクシ
ャフトの回転位置制御による摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容量制御）
に際し、クランクシャフトの回転角に対する摩擦ローラ間径方向押し付け力変化割合（伝
達トルク容量変化割合）を急なものとなし、摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達ト
ルク容量制御）に用い得るクランクシャフトの回転角範囲が狭くなり、当該制御の精度が
悪くなる傾向にある。
【００１９】
　しかして本発明によれば、各ベアリングサポートの両端軸受嵌合部間における中央部に
、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対する支持剛性を低下させるための括れ部を設けた
ため、
　摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリングサポートの撓み量が大きくなり、そ
の分だけ、クランクシャフトの回転角に対する摩擦ローラ間径方向押し付け力変化割合（
伝達トルク容量変化割合）が緩やかで、摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク
容量制御）に用い得るクランクシャフトの回転角範囲が広くなり、当該制御の精度を向上
させることができる。
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態を、図面に示す実施例に基づき詳細に説明する。
　図1は、本発明の一実施例になる摩擦ローラ式伝動装置を駆動力配分装置（トランスフ
ァー）1として具えた四輪駆動車両のパワートレーンを、車両上方から見て示す概略平面
図である。
【００２１】
　図1の四輪駆動車両は、エンジン2からの回転を変速機3による変速後、リヤプロペラシ
ャフト4およびリヤファイナルドライブユニット5を経て左右後輪6L,6Rに伝達される後輪
駆動車をベース車両とし、
　左右後輪（主駆動輪）6L,6Rへのトルクの一部を、駆動力配分装置1の摩擦伝動より、フ
ロントプロペラシャフト7およびフロントファイナルドライブユニット8を経て左右前輪（
従駆動輪）7L,7Rへ伝達することにより、四輪駆動走行が可能となるようにした車両であ
る。
【００２２】
　駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）1は、上記のごとく左右後輪（主駆動輪）6L,
6Rへのトルクの一部を左右前輪（従駆動輪）7L,7Rへ分配して出力することにより、左右
後輪（主駆動輪）6L,6Rおよび左右前輪（従駆動輪）9L,9R間の駆動力配分を決定するもの
で、本実施例においては、この駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）1を図2に示すよ
うに構成する。
【００２３】
　図2において、ハウジング11内に長い入力軸12、および、短い出力軸13と、この出力軸1
3にニードルベアリング42を介し同軸突き合わせ状態で相対回転可能に軸受嵌合したクラ
ンクシャフト41とよりなる軸ユニットを、相互に平行に配して横架する。
　入力軸12は、その両端をハウジング11の軸貫通孔11a,11bに挿通し、該入力軸12の両端
と、ハウジング11の軸貫通孔11a,11bとの間にボールベアリング14,15を介在させ、これら
ボールベアリング14,15を介し入力軸12の両端をハウジング11に回転自在に支持する。
【００２４】
　出力軸13およびクランクシャフト41とよりなる軸ユニットは、該軸ユニットの両端をハ
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ウジング11の軸貫通孔11c,11dに挿通し、該軸ユニットの両端と、ハウジング11の軸貫通
孔11c,11dとの間にボールベアリング16,17を介在させ、これらボールベアリング16,17を
介し上記軸ユニットの両端をハウジング11に回転自在に支持する。
【００２５】
　上記のごとくハウジング11内に回転自在に横架して支承した入力軸12および軸ユニット
（出力軸13およびクランクシャフト41）のうち、入力軸12には、ハウジング11内に配した
ローラベアリング18,19を嵌合し、軸ユニット13,41には、同じくハウジング11内に配した
ローラベアリング21,22を嵌合する。
　ローラベアリング18,21はそれぞれ、出力軸13およびクランクシャフト41の同軸突き合
わせ軸受嵌合部に介在させたニードルベアリング42とほぼ同じ軸直角面内に位置させ、ロ
ーラベアリング19,22は、ローラベアリング18,21から軸線方向に離間した別の軸直角面内
に位置させる。
【００２６】
　ニードルベアリング42とほぼ同じ軸直角面内に位置させた、入出力軸12,13用のローラ
ベアリング18,21をそれぞれ、共通な第1のベアリングサポート23の軸受嵌合部23a,23b内
に抱持し、このベアリングサポート23をハウジング11の対応する内側面に沿うよう配置し
、
　また、別の軸直角面内に位置させた、入力軸12およびクランクシャフト41用のローラベ
アリング19,22をそれぞれ、共通な第2のベアリングサポート25の軸受嵌合部25a,25b内に
抱持し、このベアリングサポート25をハウジング11の対応する内側面に沿うよう配置する
。
【００２７】
　入力軸12の両端をそれぞれ、該入力軸12の両端とハウジング11の軸貫通孔11a,11bとの
間に介在させたシールリング27,28による液密封止下でハウジング11から突出させ、該入
力軸12の図中左端を変速機3（図1参照）の出力軸に結合し、図中右端はリヤプロペラシャ
フト4（図1参照）を介してリヤファイナルドライブユニット5に結合する。
　出力軸13の図中左端を、該出力軸13とハウジング11の軸貫通孔11cとの間に介在させた
シールリング29による液密封止下でハウジング11から突出させ、該出力軸13の突出左端は
フロントプロペラシャフト7（図1参照）を介してフロントファイナルドライブユニット8
に結合する。
【００２８】
　入力軸12の軸線方向中程には、第1摩擦ローラ31を同心に一体成形して設ける。
　従って入力軸12は、第1摩擦ローラ31の軸（摩擦ローラ軸）をも構成する。
　クランクシャフト41は、両端回転支承部17,42間に半径がRの偏心軸部41aを有し、この
偏心軸部41aは、その軸心O3をクランクシャフト41（出力軸13）の回転軸線O2からεだけ
オフセットさせると共に、入力軸12上の第1摩擦ローラ31と同じ軸直角面内に位置させる
。
　そして、クランクシャフト41の偏心軸部41a上にローラベアリング44を介し、第2摩擦ロ
ーラ32を回転自在に、しかし軸線方向位置決め状態で取り付け、クランクシャフト41と出
力軸13とよりなる軸ユニットは、第2摩擦ローラ32の軸（摩擦ローラ軸）をも構成する。
【００２９】
　上記の構成によって、第2摩擦ローラ32の回転軸線は偏心軸部41aの軸心O3と同じになり
、クランクシャフト41の回転位置制御により第2摩擦ローラ回転軸線O3（偏心軸部41aの軸
心）を、クランクシャフト回転軸線（出力軸回転軸線）O2の周りに回転させることで、第
1摩擦ローラ31および第2摩擦ローラ32の軸間距離L1（第1摩擦ローラ31の回転軸線O1およ
び第2摩擦ローラ32の回転軸線O3間の距離）を加減すれば、
　第1摩擦ローラ31に対する第2摩擦ローラ32の径方向押し付け力（第1,2摩擦ローラ31,32
間の伝達トルク容量）を自在に制御することができる。
【００３０】
　この摩擦ローラ間伝達トルク容量制御を可能にするため、出力軸13から遠いクランクシ
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ャフト41の図中右端は、該クランクシャフト41の右端とハウジング11の軸貫通孔11dとの
間に介在させたシールリング43による液密封止下でハウジング11から外部に露出させる。
　そして、クランクシャフト41の露出端面に、ローラ間押し付け力制御モータ45の出力軸
45aをセレーション嵌合などにより駆動結合し、このローラ間押し付け力制御モータ45を
ハウジング11に取着する。
【００３１】
　上記のモータ45による制御下で第2摩擦ローラ32を第1摩擦ローラ31に向け径方向へ押し
付けることにより、これらローラ31,32の外周面同士が符号31a,32aで示す箇所において摩
擦接触し、この摩擦接触部31a,32aを経て第1摩擦ローラ31から第2摩擦ローラ32へトルク
を伝達することができる。
　これにより回転される第2摩擦ローラ32の回転を、第2摩擦ローラ32の摩擦ローラ軸であ
る出力軸13へ伝達し得るようにするため、出力軸13の内端にフランジ部13aを一体成形し
て設け、該フランジ部13aの直径を第2摩擦ローラ32と軸線方向に対面する大きさにする。
【００３２】
　第2摩擦ローラ32と対面する出力軸フランジ部13aに、第2摩擦ローラ32へ向けて突出す
る複数個の駆動ピン46を固設し、これら駆動ピン46を図3に示すごとく同一円周上に等間
隔に配置する。
　出力軸フランジ部13aと対面する第2摩擦ローラ32の端面には、駆動ピン46が個々に貫入
して第2摩擦ローラ32から出力軸13（フランジ部13a）へのトルク伝達を可能にするための
複数個の孔47を穿設する。
　そして、これら駆動ピン貫入孔47を図3に明示するごとく、駆動ピン46の直径よりも大
径の円孔とし、その直径は、出力軸13の回転軸線O2および第2摩擦ローラ32の回転軸線O3
間の偏心量εを吸収しつつ上記した第2摩擦ローラ32から出力軸13（フランジ部13a）への
トルク伝達を可能にするのに必要な直径とする。
【００３３】
　上記した図1乃至3に示す摩擦ローラ式伝動装置（駆動力配分装置）1の作用を以下に説
明する。
　変速機3からの出力トルクは図2の左端から軸12へ入力され、一方では、この入力軸12か
らそのままリヤプロペラシャフト4およびリヤファイナルドライブユニット5を経て左右後
輪6L,6R（主駆動輪）に伝達される。
　他方で駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）1は、左右後輪6L,6Rへのトルクの一部
を、第1摩擦ローラ31から、第1摩擦ローラ31および第2摩擦ローラ32間の摩擦接触部31a,3
2a、第2摩擦ローラ32、駆動ピン46、出力軸フランジ13aを順次経て出力軸13に向かわせ、
　その後このトルクを、出力軸13の図2中左端から、フロントプロペラシャフト7およびフ
ロントファイナルドライブユニット8を経て左右前輪（従駆動輪）7L,7Rへ伝達する。
　かくして車両は、左右後輪6L,6R（主駆動輪）および左右前輪（従駆動輪）7L,7Rの全て
を駆動しての四輪駆動走行が可能である。
【００３４】
　ところで駆動力配分装置（摩擦ローラ式伝動装置）1は、上記のごとく左右後輪（主駆
動輪）6L,6Rへのトルクの一部を左右前輪（従駆動輪）7L,7Rへ分配して出力することによ
り、左右後輪（主駆動輪）6L,6Rおよび左右前輪（従駆動輪）9L,9R間の駆動力配分を決定
するに際し、
　前記した第1摩擦ローラ31に対する第2摩擦ローラ32の径方向押し付け力（摩擦ローラ間
径方向押し付け力）に応じた伝達トルク容量の範囲を越えた大きなトルクを第1摩擦ロー
ラ31から第2摩擦ローラ32へ伝達させることがない。
【００３５】
　よって、左右前輪（従駆動輪）へのトルクの上限値を、第1摩擦ローラ31および第2摩擦
ローラ32間の径方向押し付け力に応じた値に設定し、左右後輪（主駆動輪）6L,6Rおよび
左右前輪（従駆動輪）9L,9R間の駆動力配分特性を、入力トルクが或る値以上に大きくな
ると左右前輪（従駆動輪）へのトルクが上記の上限値に保たれるような特性にすることが
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できる。
【００３６】
　従って、駆動力配分装置1への入力トルクが大きくなっても、左右前輪（従駆動輪）へ
のトルクが上記の上限値を越えて大きくなることはなく、
　駆動力配分装置1は、車両コンパクト化などの要求から左右前輪（従駆動輪）の駆動系
を小型化せざるを得なくなった四輪駆動車両においても、左右前輪（従駆動輪）駆動系の
強度不足を気にすることなく、当該四輪駆動車両の駆動力配分装置として用いることがで
きる。
【００３７】
　また本実施例においては、ローラ間押し付け力制御モータ45によりクランクシャフト41
の軸線O2周りにおける回転位置を制御することで、
　第2摩擦ローラ回転軸線O3（偏心軸部41aの軸心）が、クランクシャフト回転軸線（出力
軸回転軸線）O2の周りに回転され、第1摩擦ローラ31および第2摩擦ローラ32の軸間距離L1
を加減することができる。
【００３８】
　かように第1摩擦ローラ31および第2摩擦ローラ32の軸間距離L1を変更制御することで、
第1摩擦ローラ31に対する第2摩擦ローラ32の径方向押し付け力を変更制御することができ
、結果として第1,2摩擦ローラ間の伝達トルク容量を自在に制御することができる。
　ちなみに、第1摩擦ローラ31および第2摩擦ローラ32間の径方向押し付け力Frに対し摩擦
ローラ間伝達トルク容量Trは、例えば図6に示すような比例関係をもって変化する。
　従って、左右前輪（従駆動輪）へのトルクの上限値を、モータ45によるクランクシャフ
ト41の回転位置制御（第1摩擦ローラ31に対する第2摩擦ローラ32の径方向押し付け力制御
）により自在に変更することができ、左右後輪（主駆動輪）6L,6Rおよび左右前輪（従駆
動輪）9L,9R間の駆動力配分特性を、いつも運転状況に応じた最適なものにすることがで
きる。
【００３９】
　更に本実施例においては、第2摩擦ローラ32に駆動係合させた出力軸13と、クランクシ
ャフト41の対応軸端との同軸突き合わせ軸受嵌合部（ローラベアリング42）を含む軸直角
面内に配設した第1のベアリングサポート23に、第2摩擦ローラ32に係わる摩擦ローラ軸（
出力軸）13、および、第1摩擦ローラ31に係わる摩擦ローラ軸（入力軸）12をそれぞれ、
軸受21,18を介して嵌合すると共に、
　第2摩擦ローラ32を挟んで第1のベアリングサポート23と反対の側における軸直角面内に
配設した第2のベアリングサポート25に、第2摩擦ローラ32に係わるクランクシャフト41、
および、第1摩擦ローラ31に係わる摩擦ローラ軸（入力軸）12をそれぞれ、軸受22,19を介
して嵌合することから、
　　第1摩擦ローラ31に対し第2摩擦ローラ32を径方向に押し付けて相互に摩擦接触させる
時に発生する摩擦ローラ間径方向押し付け反力を第1および第2ベアリングサポート23,25
で受け止めることとなる。
　よって、摩擦ローラ間径方向押し付け反力がベアリングサポート23,25内で内力として
消失し、この摩擦ローラ間径方向押し付け反力がハウジング11にそのまま入力されること
がなく、ハウジング11の強度を大きくする必要がなくなる分だけハウジング11を軽量化す
ることができる。
【００４０】
　摩擦ローラ式伝動装置は図４及び図5に示されるように構成してもよい。すなわち、中
実インナーシャフト型式のクランクシャフト41に代え、一対1組の中空アウターシャフト
型式のクランクシャフト51L,51Rを用い、これらのクランクシャフト51L,51Rの回転変位に
より第2ローラ32の径方向変位を惹起して、第1ローラ31および第2ローラ32の軸間距離L1
の変更を行うようにしたものである。
【００４１】
　このため、第2ローラ32を出力軸13に一体的に形成し、上記中空のクランクシャフト51L
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,51Rを、第2ローラ32の軸線方向両側に配置する。
　第2ローラ32の軸線方向両側から突出する出力軸13の両端にそれぞれ、クランクシャフ
ト51L,51Rの中心孔51La,51Ra（半径Ri）を嵌合し、この嵌合部に軸受52L,52Rを介在させ
て出力軸13をクランクシャフト51L,51Rの中心孔51La,51Ra内で、これらの中心軸線O2の周
りに自由に回転し得るよう支持する。
【００４２】
　クランクシャフト51L,51Rには図5に明示するごとく、中心孔51La,51Ra（中心軸線O2）
に対し偏心した外周部51Lb,51Rb（半径Ro）を設定し、これら偏心外周部51Lb,51Rbの中心
軸線O3は中心孔51La,51Raの軸線O2から、両者間の偏心分εだけオフセットしている。
　クランクシャフト51L,51Rの偏心外周部51Lb,51Rbはそれぞれ、軸受53L,53Rを介して対
応する側におけるベアリングサポート23,25内に回転自在に支持し、
　この際、クランクシャフト51L,51Rをそれぞれ、第2ローラ32と共に、スラストベアリン
グ54L,54Rで軸線方向に位置決めする。
【００４３】
　クランクシャフト51L,51Rの相互に向き合う隣接端にそれぞれ、同仕様のリングギヤ51L
c,51Rcを一体に設け、
　これらリングギヤ51Lc,51Rcに、共通のクランクシャフト駆動ピニオン55を噛合させる
。
　なおこの噛合に当たっては、クランクシャフト51L,51Rを両者の偏心外周部51Lb,51Rbが
円周方向において相互に整列する回転位置にした状態で、リングギヤ51Lc,51Rcにクラン
クシャフト駆動ピニオン55を噛合させる。
【００４４】
　クランクシャフト駆動ピニオン55はピニオンシャフト56に結合し、ピニオンシャフト56
の両端を軸受56a,56bによりハウジング11に回転自在に支持する。
　図4の右側におけるピニオンシャフト56の右端をハウジング11の外に露出させ、
　該ピニオンシャフト56の露出端面には、ハウジング11に取着して設けたローラ間押し付
け力制御モータ45の出力軸45aをセレーション嵌合などにより駆動結合する。
【００４５】
　よって、ローラ間押し付け力制御モータ45によりピニオン55およびリングギヤ51Lc,51R
cを介しクランクシャフト51L,51Rを回転位置制御するとき、出力軸13および第2ローラ32
の回転軸線O2が図5に破線で示す軌跡円に沿って旋回し、ローラ軸間距離L1の変更により
第1ローラ31に対する第2ローラ32の径方向押圧力を任意に制御することができる。
　従って、ローラ間押し付け力制御モータ45、ピニオン55およびクランクシャフト51L,51
Rは、ベアリングサポート23,25と共に本発明におけるローラ間径方向押圧部を構成する。
【００４６】
　クランクシャフト51Lおよび出力軸13をそれぞれ図4の左側においてハウジング11から突
出させ、該突出部においてハウジング11およびクランクシャフト51L間にシールリング57
を介在させると共に、クランクシャフト51L および出力軸13間にシールリング58を介在さ
せ、
　これらシールリング57,58により、ハウジング11から突出するクランクシャフト51Lおよ
び出力軸13の突出部をそれぞれ液密封止する。
【００４７】
　なおシールリング57,58の介在に際しては、これらシールリング57,58を位置させるクラ
ンクシャフト51Lの端部においてその内径と外径の中心を、出力軸13の支持位置と同様に
偏心させ、
　クランクシャフト51Lの上記端部外径とハウジング11との間にシールリング57を介在さ
せ、クランクシャフト51Lの上記端部内径と出力軸13との間にシールリング58を介在させ
る。
　かかるシール構造によれば、出力軸13の上記旋回によりその回転軸線O2が旋回変位する
にもかかわらず、出力軸13をハウジング11から突出する箇所において良好にシールするこ
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とができる。
【００４８】
　上記以外は、図2、図3の構成と同様であるため、対応する部分を同一符号で示すにとど
め、重複説明を避けた。
【００４９】
　ところで、かかる目的のため第1,2摩擦ローラ31,32の軸線方向両側に設けたベアリング
サポート23,25は、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対する支持剛性が大きいため、ク
ランクシャフト41の回転角制御による摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容
量制御）に際し、本来なら図7に一点鎖線で例示するごとくクランクシャフトの回転角θ
に対する摩擦ローラ間径方向押し付け力（Fr）変化割合（伝達トルク容量変化割合）を急
なものとなし、
　結果として、摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容量制御）に用い得るク
ランクシャフトの回転角範囲がθ1までの狭い範囲となり、当該制御の精度が悪くなる傾
向にある。
【００５０】
　この問題を解決するために図1乃至3の実施例では、図8(a),(b)に示すように、ベアリン
グサポート23の両端軸受嵌合部23a,23b間における中央部に、軸受嵌合部23a,23bの中心軸
線O1, O2方向へ延在する厚さ方向溝23c,23dを設けて括れ部23eを設定する。すなわち、ベ
アリングサポート23の中央部の幅Wは軸受支持部の最大幅W1, W2よりも小さく設定されて
いる。
　この括れ部23eは、ベアリングサポート23の両端軸受嵌合部23a,23b間における中央部の
横断面積を減ずる結果、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対するベアリングサポート23
の支持剛性を低下させることとなり、
　摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリングサポート23の対応方向撓み量が大き
くなる。
【００５１】
　ベアリングサポート25についても同じく図8(a),(b)に示すように、ベアリングサポート
25の両端軸受嵌合部25a,25b間における中央部に、軸受嵌合部25a,25bの中心軸線O1, O2方
向へ延在する厚さ方向溝25c,25dを設けて括れ部25eを設定する。すなわち、ベアリングサ
ポート25の中央部の幅Wは軸受支持部の最大幅W1, W2よりも小さく設定されている。
　この括れ部25eは、ベアリングサポート25の両端軸受嵌合部25a,25b間における中央部の
横断面積を減ずる結果、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対するベアリングサポート25
の支持剛性を低下させることとなり、
　摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリングサポート25の対応方向撓み量が大き
くなる。
【００５２】
　かように、ベアリングサポート23および25の両端軸受嵌合部23a,23b間および25a,25b間
における中央部に、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対する支持剛性を低下させるため
の括れ部23eおよび25eを設けたことで、
　本実施例においては、摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリングサポート23,2
5の対応方向撓み量が大きくなり、その分だけ図7に実線で例示するごとく、クランクシャ
フト41の回転角θに対する摩擦ローラ間径方向押し付け力Frの変化割合（伝達トルク容量
の変化割合）が緩やかで、摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容量制御）に
用い得るクランクシャフト41の回転角範囲をθ2まで拡大することができ、当該制御の精
度を向上させることができる。
【００５３】
　この作用効果は、図9(a),(b)に示すごとく、ベアリングサポート23および25の両端軸受
嵌合部23a,23b間および25a,25b間における中央部にそれぞれ、軸受嵌合部23a,23bの中心
軸線O1, O2を含む面および軸受嵌合部25a,25bの中心軸線O1, O2を含む面を横切る方向へ
延在する幅方向溝23f,23gおよび25f,25gを設けて括れ部23hおよび25hを設定することによ
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っても達成し得る。すなわち、ベアリングサポート23, 25の中央部の厚みTは軸受支持部
の最大厚みT1, T2よりも小さく設定されている。
　これら括れ部23hおよび25h はそれぞれ、ベアリングサポート23および25の両端軸受嵌
合部23a,23b間および25a,25b間における中央部の横断面積を減ずる結果、摩擦ローラ間径
方向押し付け反力に対するベアリングサポート23および25の支持剛性を低下させることと
なり、摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリングサポート23および25の対応方向
撓み量が大きくなる。
【００５４】
　かように、ベアリングサポート23および25の両端軸受嵌合部23a,23b間および25a,25b間
における中央部に、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対する支持剛性を低下させるため
の括れ部23hおよび25hを設けた図9の実施例においても、
　摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリングサポート23,25の対応方向撓み量が
括れ部23hおよび25hの設定により大きくなり、その分だけ図7に実線で例示するごとく、
クランクシャフト41の回転角θに対する摩擦ローラ間径方向押し付け力Frの変化割合（伝
達トルク容量の変化割合）が緩やかで、摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク
容量制御）に用い得るクランクシャフト41の回転角範囲をθ2まで拡大することができ、
当該制御の精度を向上させることができる。
【００５５】
　図10(a),(b)は、ベアリングサポート23（25）の両端軸受嵌合部23a,23b間（25a,25b間
）における中央部に、図8におけると同様な厚さ方向溝23c,23d（25c,25d）、および、図9
におけると同様な幅方向溝23f,23g（25f,25g）を設けて括れ部23i（25i）を設定したもの
である。すなわち、ベアリングサポート23(25)の中央部の幅Wは軸受支持部の最大幅W1, W
2よりも小さく設定されており、中央部の厚みTは軸受支持部の最大厚みT1, T2よりも小さ
く設定されている。
　これら括れ部23iおよび25i はそれぞれ、ベアリングサポート23および25の両端軸受嵌
合部23a,23b間および25a,25b間における中央部の横断面積を、図8,9における実施例より
も更に減じて、摩擦ローラ間径方向押し付け反力に対するベアリングサポート23および25
の支持剛性を更に低下させることとなり、摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリ
ングサポート23および25の対応方向撓み量が更に大きくなる。
【００５６】
　よって、図10の実施例においては、摩擦ローラ間径方向押し付け反力によるベアリング
サポート23,25の対応方向撓み量が更に大きくなる分だけ、摩擦ローラ間径方向押し付け
力制御（伝達トルク容量制御）に用い得るクランクシャフト41の回転角範囲を図7のθ2よ
りも更に大きな回転角まで拡大することができ、
　当該摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容量制御）の精度を更に向上させ
ることができる。
【００５７】
　なお、図8におけるベアリングサポート23（25）の厚さ方向溝23c,23d（25c,25d）は図1
1に示すごとく、軸線方向に見た形状が連続的に曲率変化して軸受嵌合部23a,25a（23b,25
b）の外周円形に滑らかに連続するような形状にすることができる。図11においても、ベ
アリングサポート23(25)の中央部の厚みTは軸受支持部の最大厚みT1, T2よりも小さく設
定されている。
　また、図9におけるベアリングサポート23（25）の幅方向溝23f,23g（25f,25g）は図12
に示すごとく、溝底部の断面形状をU字状として溝底部に角部が存在しない形状にするこ
とができる。図12においても、ベアリングサポート23（25）の中央部の厚みTは軸受支持
部の最大厚みT1, T2よりも小さく設定されている。
　これら図11,12に示す溝形状は勿論組み合わせて用いることも可能で、これら溝形状に
よれば、角部が存在しないことによって、ベアリングサポート23（25）の強度低下を防止
しつつ前記の作用効果を達成することができる。
【００５８】
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　なお、ベアリングサポート中央部は軸受支持部の間に存在すればよく、回転軸O1, O2間
方向の中央部の位置は回転軸O1, O2間の中央(中心位置)だけに限定されるものではなく、
中央からオフセットした位置でもよい。
【００５９】
　以下、摩擦ローラ３１，３２間の径方向押し付け力制御について付言する。
　図１３は、摩擦ローラ３１，３２間の径方向押し付け力制御の概念図で、
　（ａ）は、摩擦ローラ３１の半径Ｒ１と摩擦ローラ３２の半径Ｒ２との和値を、入出力
軸１２，１３間の軸間距離Ｌ０、つまり、入力軸１２の軸線Ｏ１および出力軸１３（クラ
ンクシャフト４１）の軸線Ｏ２間の距離Ｌ０と同じにした場合の摩擦ローラ間径方向押し
付け力制御の概念図、
　（ｂ）は、摩擦ローラ３１の半径Ｒ１＋αと摩擦ローラ３２の半径Ｒ２＋βとの和値を
、入出力軸１２，１３間の軸間距離Ｌ０よりもα＋βだけ大きくした場合の摩擦ローラ間
径方向押し付け力制御の概念図を示す。
【００６０】
　図13 (a)のように摩擦ローラ31の半径R1と摩擦ローラ32の半径R2との和値を入出力軸12
,13間の軸間距離L0と同じにした場合、クランクシャフト41の回転角θが第2摩擦ローラ32
を実線で示す位置となす回転角（θ＝90度）である時、第2摩擦ローラ32が丁度第1摩擦ロ
ーラ31と接触する。しかし、摩擦ローラ31,32間に未だ径方向押し付け力は発生しておら
ず、両者間の伝達トルク容量も０である。
【００６１】
　クランクシャフト４１を上記の回転位置から矢Ａ１で示す方向へ回転させると（クラン
クシャフト回転角θを上記の９０度から増大させると）、第２摩擦ローラ３２の軸線Ｏ３

がクランクシャフト軸線Ｏ２周りで破線上を対応方向へ変位することから、第２摩擦ロー
ラ３２が実線位置から破線位置に向け変位する。
　これにより、第１摩擦ローラ３１に対する第２摩擦ローラ３２の径方向オーバーラップ
量δが０から漸増し、この摩擦ローラ間径方向オーバーラップ量δに応じて大きくなる摩
擦ローラ間径方向押し付け力が発生して、摩擦ローラ３１，３２間の伝達トルク容量が０
から漸増する。
【００６２】
　そしてクランクシャフト４１を、第２摩擦ローラ３２が破線位置となるまで回転させた
とき（クランクシャフト回転角θを１８０度にしたとき）、摩擦ローラ間径方向オーバー
ラップ量δが最大値δｍａｘになり、これに応じた最大の摩擦ローラ間径方向押し付け力
が発生して、摩擦ローラ３１，３２間の伝達トルク容量を最大となし得る。
　以上のことから明らかなように、クランクシャフト４１の軸線Ｏ２から、第２摩擦ロー
ラ３２を回転自在に支持するクランクシャフト偏心軸部４１ａの軸線（第２摩擦ローラ３
２の回転軸線）Ｏ３までの偏心量εは、要求される摩擦ローラ３１，３２間の伝達トルク
容量最大値に応じて決まる摩擦ローラ間径方向最大オーバーラップ量δｍａｘと同じにす
る必要がある。
【００６３】
　ところで図13(b)のごとく、摩擦ローラ31の半径R1＋αと摩擦ローラ32の半径R2＋βと
の和値を、入出力軸12,13間の軸間距離L0よりもα＋βだけ大きくした場合、クランクシ
ャフト41の回転角θが第2摩擦ローラ32を実線で示す位置となす回転角（θ＝0度）である
時、第2摩擦ローラ32が丁度第1摩擦ローラ31と接触する。
　しかし、摩擦ローラ31,32間に未だ径方向押し付け力は発生しておらず、両者間の伝達
トルク容量も０である。
【００６４】
　クランクシャフト４１を上記の回転位置から矢Ａ２で示す方向へ回転させると（クラン
クシャフト回転角θを上記の０度から増大させると）、第２摩擦ローラ３２の軸線Ｏ３が
クランクシャフト軸線Ｏ２周りで破線上を対応方向へ変位することから、第２摩擦ローラ
３２が実線位置から破線位置に向け変位する。
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　これにより、第１摩擦ローラ３１に対する第２摩擦ローラ３２の径方向オーバーラップ
量δが０から漸増し、この摩擦ローラ間径方向オーバーラップ量δに応じて大きくなる摩
擦ローラ間径方向押し付け力が発生して、摩擦ローラ３１，３２間の伝達トルク容量が０
から漸増する。
【００６５】
　そしてクランクシャフト４１を、第２摩擦ローラ３２が破線位置となるまで回転させた
とき（クランクシャフト回転角θを１８０度にしたとき）、摩擦ローラ間径方向オーバー
ラップ量δが最大値δｍａｘになり、これに応じた最大の摩擦ローラ間径方向押し付け力
が発生して、摩擦ローラ３１，３２間の伝達トルク容量を最大となし得る。
【００６６】
　以上のことから明らかなように、摩擦ローラ間径方向最大オーバーラップ量δmaxは、
摩擦ローラ31の半径R1＋αと摩擦ローラ32の半径R2＋βとの和値、および入出力軸間距離
L0間の寸法差（α＋β）で決まり、
　この寸法差（α＋β）は、要求される摩擦ローラ31,32間の伝達トルク容量最大値に応
じた摩擦ローラ間径方向最大オーバーラップ量δmaxと一致するよう定める。
【００６７】
　また、図１３（ａ）の場合と異なり図１３（ｂ）の場合は、クランクシャフト４１を回
転角θ＝０度の位置と、θ＝１８０度の位置との間の広範囲に亘り回転させて摩擦ローラ
間径方向押し付け力（摩擦ローラ間伝達トルク容量）を制御することになるから、
　クランクシャフト４１の軸線Ｏ２から、第２摩擦ローラ３２を回転自在に支持するクラ
ンクシャフト偏心軸部４１ａの軸線（第２摩擦ローラ３２の回転軸線）Ｏ３までの偏心量
εが、要求される摩擦ローラ３１，３２間の伝達トルク容量最大値に応じて決まる摩擦ロ
ーラ間径方向最大オーバーラップ量δｍａｘの半分でよく、クランクシャフト４１の小径
化により構成のコンパクト化を実現することができる。
【００６８】
　更に、図１３（ｂ）のような構成により、クランクシャフト４１を回転角θ＝０度の位
置と、θ＝１８０度の位置との間の広範囲に亘り回転させて摩擦ローラ間径方向押し付け
力（摩擦ローラ間伝達トルク容量）を制御する構成にあっては、
　図７に実線で例示した、クランクシャフト４１の回転角θに対する摩擦ローラ間径方向
押し付け力Ｆｒの変化割合（伝達トルク容量の変化割合）を更に緩やかなものにし得て、
摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容量制御）に用い得るクランクシャフト
４１の回転角範囲をθ２よりも更に大きな回転角まで拡大することができ、当該制御の精
度を更に向上させることができる。
【００６９】
　なお、図13 (a)のように摩擦ローラ31,32の半径の和値を入出力軸間距離L0と同じにす
るか、図13(b)のように摩擦ローラ31,32の半径の和値を入出力軸間距離L0よりも大きくす
るかに関わらず、
　クランクシャフト41の回転角制御に当たってこれを回転させるのに必要なクランクシャ
フト回転駆動トルクTcは、図13(b)のように摩擦ローラ31,32の半径の和値を入出力軸間距
離L0よりも大きくした場合につき代表的に示した図14の一点鎖線特性のごとく、
　クランクシャフト回転角θが180度（第2摩擦ローラ32の回転軸線O3を第1摩擦ローラ31
の回転軸線O1に最接近させる回転角）の手前側におけるθ＝θrであるとき最大となり、
　クランクシャフト回転角θがこのθrを越えると、クランクシャフト回転角θの増大に
つれクランクシャフト回転駆動トルクTcは低下する。
　つまりクランクシャフト回転駆動トルクTcは、クランクシャフト回転角θがθ＝θrで
あるときに最大となる変極点(極大点)を持った特性を呈する。
【００７０】
　一方で摩擦ローラ31,32間の伝達トルク容量Trは、第2摩擦ローラ32の回転軸線O3が第1
摩擦ローラ31の回転軸線O1に接近するほど（図13に付き前述した摩擦ローラ間径方向オー
バーラップ量δが大きくなるほど）大きくなることから、
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　クランクシャフト回転角θが増大するにつれ、θ>θrの領域においても図14に実線で示
すごとく確実に大きくなる。
【００７１】
　上記のようなクランクシャフト回転角θと、クランクシャフト回転駆動トルクTcおよび
摩擦ローラ間伝達トルク容量Trとの相関関係に鑑み、本実施例においては、
　摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（摩擦ローラ間伝達トルク容量制御）に用いるクラ
ンクシャフト41の摩擦ローラ間径方向押し付け力増大方向における回転角最大値を、クラ
ンクシャフト回転駆動トルクTcの変化割合が正から負へと逆転する変極点のクランクシャ
フト回転角θrよりも大きくし、好ましくは180度にするのがよい。
【００７２】
　かようにすることで本実施例においては、図7に実線で例示した、クランクシャフト41
の回転角θに対する摩擦ローラ間径方向押し付け力Frの変化割合（伝達トルク容量の変化
割合）を更に緩やかなものにし得て、摩擦ローラ間径方向押し付け力制御（伝達トルク容
量制御）に用い得るクランクシャフト41の回転角範囲をθ2よりも更に大きな回転角まで
拡大することができ、当該制御の精度を更に向上させることができるだけでなく、
　クランクシャフト回転角θをθrよりも大きくする領域において、クランクシャフト回
転駆動トルクTcが低下するのに摩擦ローラ間伝達トルク容量Trを増大させることができ、
　ローラ間押し付け力制御モータ45（図2参照）の駆動負荷を抑制しつつ摩擦ローラ間伝
達トルク容量Trを増大させ得るという優れた作用効果をも奏し得る。
【００７３】
　なお、上記では摩擦ローラ式伝動装置（駆動力配分装置）1が、第1,2摩擦ローラ31,32
を接触部31a,32aにおいて直接に摩擦接触させるようにしたものである場合について説明
したが、
　遊転ローラを介し第1,2摩擦ローラ31,32を間接的に摩擦接触させるようにした摩擦ロー
ラ式伝動装置である場合についても、本発明の前記した着想は同様の考え方により適用可
能であること勿論であり、この場合も前記したと同様な作用効果が奏し得られることは言
うまでもない。
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